
 

第６回「大規模災害廃棄物対策九州ブロック協議会」 議事要旨 

 

１．日時 

平成 29年 9月 4日（月） 13:30～16:30 

 

２．開催場所 

福岡朝日ビル B1階 14,15番会議室 

 

３．出席者 

別添出席者名簿のとおり 

 

４．議題 

（１）昨年度の協議会における検討事項の概略説明 

（２）本年度の協議会における検討・協議予定事項及びスケジュール（案） 

（３）熊本地震に係る記録誌の作成 

（４）行動計画に補足すべき事項（案） 

（５）災害廃棄物処理に関する最新の動向 

 

５．議事概要 

（１）昨年度の協議会における検討事項の概略説明 

・資料 1を用い、事務局より説明（ご意見等は特になし）。 

 

（２）本年度の協議会における検討・協議予定事項及びスケジュール（案） 

・資料 2を用い、事務局より説明（ご意見等は特になし）。 

 

（３）熊本地震に係る記録誌の作成 

・資料 3を用い、事務局より説明。 

・被災自治体のヒアリングは、熊本県内の自治体のみならず、大分県内の自治体に対しても実施を

予定。また、支援を行った自治体・団体等をピックアップして、アンケート・ヒアリングの実施

等を行うことについて検討している（事務局からの補足説明）。 

意見交換で出た主なご意見は下記のとおり。 

・災害時の自治体等の対応について、タイムラインのような形での整理を検討してほしい。 

・災害の対応時にあったと思われる各個人の悩みやジレンマなど、記録誌になかなかまとめられな

いことについても、協議会の場を活用しての整理やメンバー内での情報共有を検討してほしい。 

 

（４）行動計画に補足すべき事項（案） 

・資料 4を用い、事務局より説明。 

・現時点で協議会構成員からいただいている文言等の修正のご指摘に対しては、対応方針を示した

上で、今後の見直しの機会に併せて修正等を行うこととする（事務局からの補足説明）。 

意見交換で出た主なご意見は下記のとおり。 



 

・九州地方環境事務所のホームページに、各県・市町村の災害廃棄物処理計画の掲載ＵＲＬや更新

日を掲載することについて検討してほしい。 

・様式集の作成は、まず、各自治体が現在、平常業務で使っている様式や処理計画の様式の情報収

集が必要ではないか。また、連携を行う上では、様式の内容や文書番号の統一も重要である。 

 

（５）災害廃棄物処理に関する最新の動向 

・資料 5を用い、事務局より説明。 

意見交換で出た主なご意見は下記のとおり。 

・【事務局より】平成 29年九州北部豪雨における環境省からの支援は、支援要請に基づき行った支

援と、被害の状況や廃棄物部局の職員の人数等から判断してプッシュ型で行った支援がある。現

地からの撤収は、災害廃棄物の処理、仮置場の運営などが軌道に乗ったかなどを総合的に判断し

て決定した。 

・【事務局より】撤収以降は、九州地方環境事務所に支援拠点を移し、災害補助の支援を重点に置

いて引き続き支援を行っている。熊本地震の際も、環境事務所が支援拠点となって以降は、災害

廃棄物の処理の補助金関係（災害報告書の書き方、申請の仕方など）を中心に支援を行った。 

・「非常災害時に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例（法第 9条の 3の 3）」については、事前に

条例の中で手続き等について定めておかないと使用できないものであるため、自動的に設置の特

例が使えるものではない。各県、各市町村において、条例で手続きを定めておく必要がある。 

「産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置について（法第 15 条の 2 の 5

第 2 項」については、特例が出された時の国からの通知に、「被災地域外の施設は通常と同様に

事前届出が必要」という一文が入っていた。熊本地震では、熊本県内と大分県内の施設であれば、

特例が適用されるということになるが、例えば福岡県内の施設などにお願いする場合は通常の手

続き（事前届出）が必要になる。全国どこでも事後の届出で良いというわけではないことに注意

が必要である。なお、通常の手続きにおいても、各自治体の判断によって、特別な事情がある場

合は届出を受理するまでの期間の短縮が可能となるケースもある。 

「一般廃棄物の収集・運搬、処分等の委託の基準（施行令第 4 条）」については、都道府県が事

務委託を受けずに災害廃棄物（一般廃棄物）の処理を行う場合、再委託の基準は使えない。 

・「九州・山口 9県災害時応援協定」では、災害廃棄物処理支援は明記されていない（「その他の支

援」に含まれる）。今すでにある協定、これから結ぶ協定と、ブロック内連携とのすみ分けなど

も行動計画のタイムラインの中で整理できると、わかりやすい。 

→【事務局回答として】行動計画は既存の協定を妨げるものではない（既存の協定は優先して対

応いただく）。今ある協定等の情報をブロック協議会のような場を通じて共有し、既存の協定と

行動計画で互いに整合を取りながら整理できればと思う。 

 

（６）その他（事務局より連絡） 

・第 7回協議会は平成 30年 1月 31日（火）に、博多駅近辺で開催予定。 

・平成 29 年 11 月 14 日（火）には、大規模災害廃棄物対策セミナーを開催（会場は福岡市内で調

整中）。参加費は無料。 


